
ハラスメント対策を契機に
「働きがいのある職場」を
めざす

　働き方改革や人手不足を背景
に、副業人材を受け入れる企業
や、自社従業員のスキルアップを
目的に副業を推奨する企業が徐々
に増えています。こうした背景に
は、厚生労働省が2018年１月に
「副業・兼業の促進に関するガイ
ドラインⅰ」を公表し、副業・兼
業の普及促進に舵を切ったことが
あるでしょう。加えて、多くの会
社が就業規則を作成する際の参考
とする「モデル就業規則ⅱ」も改
定されました。具体的には、同規
則11条にあった「許可なく他の
会社等の業務に従事しないこと」
といった内容が削除され、その代
わりに67条に「労働者は、勤務時
間外において、他の会社等の業務
に従事することができる」といっ
た内容が追加されています（変更
時。平成31年３月時点で68条）。
　このような政府の方針転換の一
方で、それに躊躇する声もまだ多
いようです。経済産業省関東経済
産業局が関東近郊の8,000社を対
象に2018年７～８月に行った調

査ⅲでは、大企業、中小企業とも
に「（副業の解禁に）取り組む予
定はない」とする回答が、全体の
約８割に達しました。その理由と
して、約７割の回答者が従業員に
「業務に専念してもらいたい」「疲
労による業務効率の低下が懸念さ
れる」ということをあげました。
　こうした企業側の懸念とは裏腹
に、個人の副業への関心は若い
世代だけではなく中高年でも高
まっているようです。日本総合研

究所が2019年３月に実施した調
査ⅳによれば、東京圏で働く大卒
の中高年男性の約８割は副業・兼
業に賛成しているという結果が
得られました（ｎ＝1794）。賛成
する理由の上位としては、「収入
確保の手段の多様化につながる」
（48.1％）、「今まで培ってきた専
門性を活かせる」（46.2％）を筆
頭に「新たな人間関係の構築」や
「新たな経験・知識の獲得」など、
図表１のとおりさまざまな事由が
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図表１　大卒の中高年男性が副業に賛成する理由（ｎ＝1389）

資料出所：日本総研「東京圏で働く高学歴中高年男性の意識と生活実態に関するアンケート調査」



あげられています。
　人材大手エン・ジャパンによれ
ば、現在の仕事の満足度が高い方
ほど、副業希望率が高いといった
調査結果ⅴもあるようです。つま
り、もはや副業は単に収入の補完
目的としたものではなく、個人の
経験・ネットワーク獲得、スキル
アップにつながる行動として、人
生100年時代の働き方における重
要な取組みとしてとらえられ始め
ているのです。
　しかし、このような新しい働き
方にすべての経営者、従業員がい
ますぐに適応できるわけではあり
ません。これまでの副業禁止路線
とのギャップに違和感を覚える人
も多いでしょう。それゆえに、副
業の拡大・普及に伴い、それに関
連した社内外のミスコミュニケー
ションやハラスメントに関する労
働問題の増加も想定されます。
　本稿ではこのようないずれ起こ
り得る状況の前に、企業の人事担
当者が理解しておくべき動向を中
心にQA方式で述べていきます。

Q1 副業に関するハラスメン
トとはどのようなもので

すか。

A 大きく２つに分けると、
副業している人が、①本

業で受けるハラスメントと、②副
業先で受けるハラスメントがある
でしょう。前者は副業しているこ
とで本業の上司や先輩から受ける

いじめや嫌がらせといったもので
す。副業規定に基づき会社へ許可
を取った場合でも、副業している
ことで同僚の嫌がらせやいじめを
受けたといった事例も増えている
ようです。一方、後者は副業とし
て働く先の発注者などから受ける
過剰な要求や急な報酬額の変更と
いったものです。多様な働き方が
普及し、職場においてフリーラン
スや派遣社員などさまざまな雇用
形態のワーカーが増えるなか、今
後も多様なハラスメントの事案が
発生することが想定されます。
①、②それぞれ、これ以降の QA
で詳しく回答していきます。

Q2 副業している人が、本業
でハラスメントを受ける

理由は何でしょうか。

A 本業においてハラスメン
トを受ける理由は、組織

の文化に起因するものか、副業し
ている個人の資質に起因するもの
かは、一概には言えません。しか

し、さきにあげた経産省の調査で
取り上げられている副業に対する
懸念事項こそ、ハラスメントが起
こる背景と関係があるのではない
でしょうか。回答者の約７割が副
業・兼業に対して、「業務に専念
できなくなること」や、「疲労に
よる業務効率が低下すること」を
懸念しているということは、いま
だ多くの方が「副業をする≒本業
に専念しなくなる」、ととらえて
いることがわかります。これは副
業がまだ浸透していない国内の労
働環境においては仕方のないこと
かもしれません。
　前述した日本総研の調査では、
この「副業をする≒本業に専念し
なくなる」と考える傾向は職位が
上がるほど強く、非管理職から管
理職、管理職から経営層へと高く
なるにつれて副業・兼業に反対を
する男性が増えるといった結果も
得られています（図表２）。
　もちろん、マネジメントとして
組織目標の管理をする立場からす
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図表２　大卒中高年男性の兼業への賛否（職位ごと）

※経営幹部203人、管理職1,081人、非管理職477人
資料出所：日本総研「東京圏で働く高学歴中高年男性の意識と生活実態に関するアンケート調査」
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れば、管理下の従業員の副業に反
対するという行動は、従業員を業
務に専念させるという目的がある
と考えれば、間違いではありませ
ん。しかしながら、昨今では従業
員に副業の経験をさせることに
よって得られる経験やネットワー
クを本業に活かすことを目的とし
た副業の解禁が進んでいること、
そして従業員側もそれを望んでい
るということも事実です。

Q3 厚労省の「副業・兼業の
促進に関するガイドライ

ン」では、ハラスメント対策のよ
うなものは記載されていないので
すか？

A 当該ガイドラインは、こ
れまでの「モデル就業規

則」から副業禁止事項を削除し、
副業・兼業の普及を促すものでは
ありますが、それに伴うハラスメ
ント対策まで具体的に記載された

ものではありません。しかし、ハ
ラスメントの種となるような項目
については記載されています。図
表３が示すように、労働者と企業
の双方に対して、副業・兼業のメ
リットと留意点が整理されていま
す。企業の留意点では、就業時間
の把握、健康管理対応、職務専念
義務、秘密保持義務、競業避止義
務の確保といった内容に言及され
ていることがわかります。当該ガ
イドラインではそうした事項が、
労働者と企業の双方で遵守されて
いることを前提に副業が推奨され
ているのです。言い換えれば、こ
こで取り上げられている事項を配
慮することこそが、副業に関連す
るハラスメント防止につながると
いえるでしょう。

Q4 副業をしている人が、副
業先でハラスメントを受

けるのはなぜでしょうか。

A 副業先でのハラスメント
に関しては、副業をして

いる人が雇用状態にあるか、非雇
用状態（フリーランス）にあるか
によっても大きく異なるでしょ
う。雇用関係を結ぶ場合、副業者
の受入先の会社において、副業し
ている人の活用に関する具体的な
イメージができているかが重要で
す。さきにあげた経産省の調査で
も、中小企業の約1/4が副業人材
の受け入れは「企業秩序を乱す」
と考えています（図表４）。副業
人材の具体的な活用イメージがな
いまま、かつ、こうした不安や懸
念が払拭されないままに受け入れ
てしまうことこそ、ハラスメント
の温床となるでしょう。
　一方で非雇用のフリーランスの
場合はより厳しい条件下にありま
す。2019年５月29日に成立した
ハラスメント防止関連法（正式
名：労働施策の総合的な推進並び
に労働者の雇用の安定及び職業生
活の充実等に関する法律）では、
労働者保護のための措置義務が事
業者に課されました。これまで、

図表４　�中小企業の副業・兼業解
禁における懸念（一部抜
粋、ｎ＝1021）

資料出所：経産省調査より日本総研抜粋

・企業秩序を乱す（26.1％）
・費用対効果が不明（22.1％）
・ どういう人材がくるのかわから
ない（20.4％）

・ 社員以外が出入りするのに抵抗
がある（19.6％）

メリット
①離職せずとも別の仕事に就くことが可能と
　なり、スキルや経験を得ることで労働者が
　主体的にキャリアを形成することができる。
②本業の所得を活かして、自分がやりたいこ
　とに挑戦でき、自己実現を追求することが
　できる。
③所得が増加する。
④本業を続けつつ、よりリスクの小さい形で
　将来の起業・転職に向けた準備・試行がで
　きる

留意点
①就業時間が長くなる可能性があるため、労
　働者自身による就業時間や健康の管理も一
　定程度必要である。
②職務専念義務、秘密保持義務、競業避止義
　務を意識することが必要である。
③１週間の所定労働時間が短い業務を複数行
　う場合には、雇用保険等の適用がない場合
　があることに留意が必要である

メリット
①労働者が社内では得られない知識・スキル
　を獲得することができる。
②労働者の自律性・自主性を促すことができ
　る。
③優秀な人材の獲得・流出の防止ができ、競
　争力が向上する。
④労働者が社外から新たな知識・情報や人脈
　を入れることで、事業機会の拡大につなが
　る。

留意点
①必要な就業時間の把握・管理や健康管理へ
　の対応、職務専念義務、秘密保持義務、競
　業避止義務をどう確保するかという懸念へ
　の対応が必要である。

労働者 企　業

図表３　副業・兼業のメリットと留意点

資料出所：厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を基に日本総研作成
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定義があいまいだったパワハラは
「職場において行われる優越的な
関係を背景とした言動」と明記さ
れたのです。しかしながら、新た
な法律の対象は雇用労働者のみで
あり、フリーランスで働く人に関
してはハラスメント防止に関する
配慮や措置が十分に整備されてい
ません。そのために、フリーラン
スで働く人はハラスメントの対象
になりやすいといえます。

Q5 副業先において、どの程
度のハラスメントが起き

ているのでしょうか。

A 労働者の業種や性別に
よってハラスメントの内

容は大きく異なるため一概にはい
えませんが、2019年９月に日本
俳優連合、MIC フリーランス連
絡会、およびプロフェッショナル
＆パラレルキャリア・フリーラン
ス協会が、マスコミ・芸能分野を
中心としたフリーランスへのハラ
スメントに関する調査結果ⅵを発
表しています（ｎ＝1,218）。そ
れによれば、パワーハラスメント
を受けたことがあるというフリー
ランスの方の回答は61.6％、セ
クシャルハラスメントについては
36.6％といった調査結果となり
ました。なお、ハラスメントを受
けたことがないという回答は、わ
ずか13.3％でしかありません

（図表５）。また、だれからのハラ
スメントかという質問に対し、そ

の上位には所属先の上司や先輩、
発注者・取引先・クライアントの
経営者や従業員などがあげられて
います。こうした結果を鑑みれ
ば、フリーランスという立場の弱
さがこうした結果を招いている一
因ともいえます。まさに、前述し
たパワハラの定義である「職場に
おいて行われる優越的な関係を背
景とした言動」が現実に起こって
いるのです。

Q6 たとえばフリーランスの
方には具体的にはどのよ

うなハラスメントが起きているの
でしょうか。

A 前述した調査によれば、
ハラスメント内容として

「精神的な攻撃等（脅迫／名誉棄
損／侮辱／酷い暴言等）」が59.4 
％と最も多く、「過大な要求等

（不要／遂行不可能なことの強
制）」42.4％、「経済的な嫌がら

せ」39.1％と続いています（ｎ
＝1,218人）。経済的な嫌がらせ
とは、たとえば納品した作品など
に難癖をつける、予定していた業
務内容が異なる、報酬を出さな
い、といったフリーランスが受け
やすいパワハラ行為が存在してい
るようです。
　本調査が芸能、マスコミ業界を
対象としているため、業界特有の
ハラスメント内容もあるように見
受けられますが、調査結果の上位
にあがった内容は図表６のとおり
です。当該調査において露呈した
フリーランスへのハラスメントに
関する深刻な状況について、実施
した当事者３団体は「どのような
就業形態で働いているかにかかわ
りなく、働く人へのハラスメント
防止、ハラスメント被害者への
救済に対する法整備を行うべき」
とする要望書を本調査発表後の
2019年９月に厚生労働大臣に提

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

ハラスメント被害状況【MA/n＝1,216】
Q7　あなたは下記のいずれかのハラスメントを受けたり見聞きしたことがあると思いますか？（複数回答）

61.6%61.6%

36.6%36.6%

29.8%29.8%

28.4%28.4%

18.1%18.1%

14.3%14.3%

13.3%13.3%

パワーハラスメントを受けたことがある
（n=749）
セクシュアルハラスメントを受けたことが
ある（n=445）
自分は受けていないが、パワーハラスメント
を見聞きしたことがある（n=362）
自分は受けていないが、セクシュアルハラス
メントを見聞きしたことがある（n=345）
その他のハラスメントを受けたことがある
（n=220）
自分は受けていないが、その他のハラスメン
トを見聞きしたことがある（n=174）

ハラスメントを受けたことはない（n=162）

図表５　フリーランスに起きているハラスメント被害

資料出所：�協同組合日本俳優連合、日本マスコミ文化情報労組会議（MIC）、一般社団法人プロフェショナ
ル＆パラレルキャリア・フリーランス協会「フリーランス・芸能関係者へのハラスメント実態
アンケート」、図表６も同様
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出しています。

　2019年６月21日には国際労働
機関（ILO）の第108回総会にお
いて「仕事の世界における暴力と
ハラスメント」に関する条約およ
び勧告が採択されました。これに
は、日本政府も本条約案に賛成票
を投じています。本条約の適用範
囲は「契約上の地位にかかわらず
働く人々」が対象とされており、
加盟国には仕事の世界における暴
力とハラスメントを禁止するため
の国内法令を採択することが求め
られています。つまり、日本政府
が厚生労働省を中心にこれまでも
進めてきた職場におけるハラスメ
ント対策において、新たに副業や
フリーランスといった新しい形の
労働者がおかれた状況を十分に加
味し検討する必要があるのです。
　国内では、少子高齢化による人
材不足からも、今後さらに働き方
改革が進み、新卒一括採用や終身
雇用の仕組みが徐々に変わり、副

業・兼業、フリーランスといった
働き方の多様化が進むことが想定
されます。2018年には国内のフ
リーランス人口は1,119万人を超
え（ランサーズ調べ）、間もなく
国民の１割がフリーランスになる
という時代に突入します。
　本稿の冒頭にも紹介したように
徐々に副業を解禁する企業の動き
がある一方、多くの国内企業、と
くに中小企業では、副業を活用す
るための制度的、心理的ハードル
が先に立ち、副業容認に躊躇して
いるケースもみられます。しかし
ながら、より生産的で持続可能な
事業活動を行うためには、こうし
た多様な働き方をする人材を受け

入れるための制度設計や従業員の
意識改革を進めておくことが重要
です。それによって企業のなかに
おけるハラスメントの発生の抑制
につながるでしょう。
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般社団法人プロフェショナル＆パ
ラレルキャリア・フリーランス協
会「フリーランス・芸能関係者へ
のハラスメント実態アンケート」

橋爪麻紀子（はしづめ・まきこ）
民間企業、（独）国際協力機構を経て、2012年より現職。企業のESG評価の
傍ら、ESG関連の金融商品開発や社会的インパクト投資に関する調査研究・コン
サルティングに携わる。べンチャー、中小企業、非営利団体におけるプロボノ経験
も有するほか、ESGやSDGsに関する講演や執筆活動を積極的に進めている。
共著に「投資家と企業のためのESG読本」「ビジネスパーソンのためのSDGs
の教科書」いずれも日経BP社。

PROFILE

図表６　ハラスメント内容（上位のもののみ、ｎ＝1218）

・精神的な攻撃［脅迫／名誉棄損／侮辱／酷い暴言等］（ｎ＝724）　59.4％
・過大な要求［不要／遂行不可能なことの強制］（ｎ＝517）　42.4％
・経済的な嫌がらせ　（ｎ＝476）　39.1％
・ 人間関係からの切り離し［隔離／仲間はずし／無視等］（ｎ＝433）　35.6％
・プライベートを詮索・過度な立ち入り（ｎ＝410）　33.7％
・容姿／年齢／身体的特徴について話題にした・からかわれた　（ｎ＝409）
　33.6％
・性経験／性生活への質問・卑猥な話や冗談（ｎ＝347）　28.5％
・ 過小な要求［職能／経験／能力とかけ離れた仕事をさせた・仕事を外し
た］　（ｎ＝339）　27.8％


